　宮城県教育委員会規則第６号
指導力不足等教員の取扱いに関する規則
（趣旨）
第１条　この規則は，教育公務員特例法（昭和２４年法律第１号。以下「法」という。）に基づく指導改善研修を受けるべき教諭等の認定及び指導改善研修終了時における指導の改善の程度に関する認定のほか，児童若しくは生徒に対する指導又は職務（以下「指導等」という。）を適切に行うことができず児童若しくは生徒が安心して学校生活を送ることができる学校環境を損なっているため研修を受けるべき教員の認定，当該研修の実施及び当該研修終了時における指導等の改善の程度に関する認定の手続き等に関し必要な事項を定めるものとする。
（定義）
第２条　この規則において「教員」とは，宮城県教育委員会（以下「県教育委員会」という。）の任命に係る教職員のうち，教諭，養護教諭，栄養教諭，助教諭，養護助教諭又は講師（臨時的任用職員又は非常勤職員である者を除く。以下同じ。）の職にある者で，地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２８条の４第１項又は第２８条の５第１項の規定により採用された者を除くものをいう。
２　この規則において「指導力不足等教員」とは，次の各号に掲げる者をいう。
一　法第２５条第１項の規定により児童又は生徒に対する指導が不適切であると認定された教諭，助教諭及び講師
二　前号に掲げるもののほか，この規則の定めるところにより，職務を適切に行うことができず児童又は生徒が安心して学校生活を送ることができる学校環境を損なっていると認定された教諭，助教諭及び講師
三　この規則の定めるところにより，指導等を適切に行うことができず児童又は生徒が安心して学校生活を送ることができる学校環境を損なっていると認定された養護教諭，栄養教諭又は養護助教諭
３　この規則において「特別研修」とは，法第２５条第１項に規定する指導改善研修並びに前項第二号及び第三号に掲げる者の指導等の改善のために指導改善研修に準じて行う研修をいう。
（認定申請）
第３条　県立学校の校長は，その所属する教員が第５条に規定する要件（以下「認定要件」という。）に該当すると判断したときは，当該教員に係る指導力不足等教員の認定の申請を県教育委員会教育長（以下「県教育長」という。）に対して行うものとする。
２　市町村立学校の校長は，その所属する教員が認定要件に該当すると判断したときは，当該市町村の教育委員会に報告するものとする。
３　前項の報告を受けた市町村の教育委員会は，報告のあった教員が認定要件に該当すると判断したときは，報告のあった市町村立学校の校長の意見を添えて，当該教員に係る指導力不足等教員の認定の申請を県教育長に対して行うものとする。
４　第１項若しくは前項の申請（以下「認定申請」という。）又は第２項の報告を行うときは，認定申請又は報告に係る教員に対する資質能力向上のための日常の指導の結果に基づき，当該教員が認定要件に該当するかどうかを適正に判断しなければならない。
５　認定申請は，様式第１号により行うものとする。
６　認定申請を行おうとする者は，あらかじめ，認定申請を行う旨を当該認定申請に係る教員に説明するとともに，当該教員から書面又は口頭により意見を聴取し，その内容を様式第１号に記載するものとする。
（指導力不足等教員の認定等）
第４条　県教育長は，認定申請を受けたときは，その審査を行い，宮城県指導力不足等審査委員会（以下「委員会」という。）の意見を聴いて，当該認定申請に係る教員が認定要件に該当すると認めたときは，指導力不足等教員の認定を行う。
２　県教育長は，前項の審査を行うときは，認定申請に係る教員から書面又は口頭により意見を聴取するものとする。
３　県教育長は，第１項の認定を行うときは，委員会の意見を聴いて，当該認定に係る教員に対し特別研修を実施する期間を併せて決定するものとする。
４　県教育長は，指導力不足等教員の認定を行ったときはその旨及び特別研修を実施する期間を，認定を行わなかったときはその旨を，それぞれ様式第２号により認定申請を行った者に通知するものとする。
５　県教育長は，第１項の審査を行うため，必要な調査及び資料の収集等を行うことができるものとする。
（認定要件）
第５条　指導力不足等教員として認定を行う要件は，疾病以外の理由により，次に掲げる各号のいずれかに該当することとする。
一　教員としての使命及び職務への自覚が不足し，日常的な職務の遂行に支障を来たしていること。
二　児童又は生徒の心を理解する能力や意欲に欠け，学級経営，生徒指導等を適切に行うことができないこと。
三　教員としての力量を高めようとする意欲がなく，向上心を持って教養を磨こうとはしないこと。
四　教科，領域等に関する専門的な知識，技術等が不足し，又は指導方法が不適切であるため，学習指導等を適切に行うことができないこと。
五　保護者，地域社会及び関係諸機関と信頼関係を築くことができず，教育活動に必要な連携又は協同を行うことができないこと。
六　他の教職員と協調して学校運営に参加しようとする態度が見られず，又は校務処理を適切に行うことができないこと。
七　前号までに掲げるもののほか，指導等を適切に行うことができず，教育活動又は学校運営に支障が生じていること。
（被認定者等への説明）
第６条　認定申請を行った者は，第４条第４項の通知を受けたときは，当該認定申請に係る教員に対して指導力不足等教員の認定の有無及びその理由等を説明しなければならない。
（特別研修の実施）
第７条　県教育長は，第４条第１項の認定を行ったときは，当該認定を行った教員に対し，同条第３項の規定により決定した期間において，特別研修を実施するものとする。
（特別研修の期間の短縮等）
第８条　県教育長は，特別研修期間中に指導が著しく改善され，又は研修の状況が著しく不良であると認めたときは，委員会の意見を聴いて，特別研修の期間を短縮することができる。
（校内研修）
第９条　県教育長は，第４条の審査の結果，指導力不足等教員の認定を行わないこととした教員について，委員会の意見を聴いて，指導等の改善のための研修が必要と認めたとき又は次条第１項第二号の認定及び決定を行ったときは，学校内における研修（以下「校内研修」という。）を行うよう，その実施すべき期間を定めて認定申請を行った者に通知するものとし，当該校内研修の実施のために必要な支援を行うものとする。
２　校内研修が終了したときは，当該校内研修に係る教員の認定申請を行った者は，校内研修の成果を県教育長へ報告するものとする。
（特別研修終了時の認定等）
第１０条　県教育長は，特別研修が終了したときは，当該特別研修に係る教員から書面又は口頭により意見を聴取し，委員会の意見を聴いて，当該特別研修に係る教員の指導等の改善の程度が次の各号に掲げる区分のいずれに該当するか認定するとともに，当該各号に掲げる決定を行い，当該認定及び決定を行った旨を様式第３号により認定申請を行った者に通知するものとする。
一　指導力不足等教員に該当しなくなった　学校に復帰することの決定
二　指導力不足等教員に該当しなくなったが，研修を継続する必要がある　校内研修に移行することの決定
三　指導力不足等教員に該当するが，更に特別研修を行えば，指導等を適切に行うことができる程度までの改善が見込まれる　特別研修の期間を延長することの決定
四　指導力不足等教員に該当し，引き続き特別研修を実施しても指導等を適切に行うことができる程度まで改善する見込みがない　研修以外の措置を検討することの決定
２　県教育長は，前項の認定及び決定を行うときは，当該教員に係る認定申請を行った者（当該教員が市町村立学校に所属する者であるときは，当該学校の校長を含む。）の意見を求めるものとする。
３　第４条第３項及び第５項並びに第６条の規定は，第１項の認定及び決定について準用する。この場合において，第４条第３項中「第１項の認定」とあるのは「第三号の認定及び決定」と，「実施する」とあるのは「延長する」と読み替えるものとする。
（再度の申請等）
第１１条　前条第１項第一号及び第二号の認定及び決定は，当該認定及び決定に係る教員の所属する学校の校長が，当該教員について，学校に復帰し，又は校内研修を行った結果に基づき，再度第３条第１項の申請又は第２項の報告を行うことを妨げないものとする。
２　県教育長は，前項に規定する校長からの申請又は前項に規定する校長からの報告に基づく市町村教育委員会からの認定申請を受けたときで，第４条第１項の審査（同条第２項の意見聴取及び第五項の調査等を含む。）の結果，必要と認めたときは，同条第一項の認定を行わず，委員会の意見を聴いて，当該認定申請に係る教員が次の各号に掲げるもののいずれに該当するかについて認定を行い，当該各号に掲げる決定を行うことができるものとする。
一　指導力不足等教員に該当しない　特別研修を実施する必要のないことの決定
二　指導力不足等教員に該当し，特別研修の実施を要する　特別研修を実施する期間の決

定　
三　指導力不足等教員に該当し，特別研修を実施しても指導力不足等教員に該当しない程度に改善する見込みがない　研修以外の措置を検討することの決定
３　第４条第４項及び第６条の規定は，前項の認定及び決定について準用する。この場合において，第４条第４項中「様式第２号」とあるのは，「様式第４号」と読み替えるものとする。
４　第７条の規定は，第２項第二号の認定及び決定について準用する。
（委員会の意見）
第１２条　第４条及び第８条から前条までに規定する委員会の意見とは，次の各号に掲げる事項に関するものとする。
一　認定申請に係る教員が指導力不足等教員に該当するかどうかの判定に関すること。
二　認定申請に係る教員が，指導等を適切に行うことができない事由が疾病に起因するおそれがあるかどうかの判定に関すること。
三　認定申請に係る教員が指導力不足等教員に該当する場合における，当該教員に対する特別研修の期間及び内容等に関すること。
四　特別研修の期間を短縮することが適当かどうかの判定に関すること。
五　認定申請に係る教員が指導力不足等教員に該当しない場合における，当該教員に対する校内研修の必要性，期間及び内容等に関すること。
六　特別研修を終了した教員の指導等の改善の程度の判定に関すること。
七　前各号に掲げるもののほか，指導力不足等教員の取扱いに関し県教育長が必要と認めた事項に関すること。
（秘密の保持）
第１３条　委員会の委員は，この規則に定める職務を行うに当たり知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も，同様とする。
（委任）
第１４条　この規則に定めるもののほか，指導力不足等教員の取扱いに関し必要な事項は，県教育長が別に定める。
附　則
この規則は，平成２０年４月１日から施行する。
　　附　則

この規則は，平成２９年４月１日から施行する。
６

